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歳入 歳出 実質収支

■ 普通会計決算の推移

歳入・歳出は平成21年度の経済対策等により上昇し、その後、緩やかに減少しましたが、

平成25年度も経済対策により増加しています。

実質収支は昭和51年度以降、38年連続の黒字です。
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■ 歳出決算の推移

性質別の歳出決算の推移 主な経費の推移

（億円）

平成21年度に経済対策等により上昇し、その後、緩やかに減少しましたが、
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平成25年度も経済対策により増加しています。
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■ 投資的経費の推移
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（県税：億円）（億円）

■ 歳入決算の推移

自主財源の比率は３割強で推移しています。

県税収入は、企業の業績回復や為替差益による法人事業税の増など

の要因により２年連続増収となりました。
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■ 財政力指数

地方公共団体の財政力を示す指標であり、１に近づくほど財政力が強いとされます。

佐賀県は、東京都を除く道府県全体の平均値よりも低い値で推移しています。

平成24年度では、都道府県中第36位となっています。
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全国

類似県

順位 都道府県 数値

１ 鳥取県 89.4

２ 島根県 89.8

３ 愛媛県 89.9

４ 佐賀県 90.5

５ 和歌山県 91.2

６ 茨城県 91.7

７ 広島県 91.7

８ 栃木県 92.0

９ 秋田県 92.3

10 東京都 92.7

・・ ・・・ ・・・

（※Ｈ24年度）

全国４位

■ 経常収支比率

財政構造の弾力性を示す指標で、比率が低いほど行政需要に弾力的に対応できます。

平成24年度では、都道府県中、良いほうから第４位となっています。

平成25年度は0.2ポイントの改善となっています。

（都道府県順位は未公表です。）
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■ 将来負担比率

将来負担比率（上位２３自治体）

公営企業、出資法人等を含めた一般会計等が将来負担すべき実質的負債額の標準

平成24年度では、都道府県中、良いほうから第４位となっています。

財政規模に対する比率を示したものです。
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臨財債除く

臨財債含む

■ いわゆるプライマリーバランス

公債費（地方債の元利償還金）から県債発行による収入等を差し引いた収支の

バランスのことです。

佐賀県の臨時財政対策債を除くいわゆるプライマリーバランスは、平成13年度

以降１３年連続で黒字を維持しています。
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■ 県債残高

臨時財政対策債を除く県債残高は、平成14年度以降12年連続で縮減でき

ています。

平成24年度の歳入決算に占める県債残高の割合は、全国で低いほうから

第８位となっています。
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指標名 23年度 24年度 25年度

実質公債費
比率

佐賀県 14.2 14.0 13.3

類似
団体 17.9 17.1 （未公表）

全 国 15.5 15.2 （未公表）

15

年 度
３ヶ年
平均値

■ 実質公債費比率

H24

H23

H22

H21

単年度
数値

12.8

14.7

14.6

13.6

14.2

14.0

13.3

実質的な公債費（地方債の元利償還金）が財政に及ぼす負担を表す指標です。

平成24年度では、都道府県中、良いほうから第12位となっています。

H25 12.7



（※）資金不足がないため「－」で記載

指標名 佐賀県 類似団体 全 国 順 位
早期健全化

基 準
財政再生
基 準

実質赤字比率 － － － － 3.75 5.0

連結実質赤字比率 － － － － 8.75 15.0

実質公債費比率 13.3 （未公表） （未公表） （未公表） 25.0 35.0

将来負担比率 114.1 （未公表） （未公表） （未公表） 400.0 －

16

事業会計 佐賀県
経営健全化

基 準

佐賀県工業用水道事業会計 － 20.0
佐賀県港湾整備事業特別会計 － 20.0 

佐賀県産業用地造成事業特別会計 － 20.0

（単位：％）

（単位：％）

（※）実質赤字比率及び連結実質赤字比率がないため「－」で記載

■ 健全化判断比率等（平成２5年度決算）

健全化判断比率

資金不足比率

全ての
事業会計で、
資金不足なし
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大規模施設整備基金

県債管理基金

財政調整積立金

前年度と同規模を確保

■ 財源調整用基金

平成25年度末の基金残高（財政調整積立金、県債管理基金、大規模施設整備基金）

は175億円となっており、前年度と同規模の額を確保しています。
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平成２６年度予算の概要
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4,320

■ 予算規模の推移

平成26年度当初予算は、投資的経費の増加などにより４年ぶりの増となっています。
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■ 歳出予算の概況(性質別）

人件費

1,257(29.1%)

扶助費

204(4.7%)

公債費

657(15.2%)

物件費

175(4.1%)

貸付金

276(6.4%)

その他

818(18.9%)

補助

407(9.4%)

単独

437(10.1%)

直轄

84(2.0%)

災害復旧

5(0.1%)

4,320億円

投資的経費
933

(21.6%)

一般行政経費
1,269

(29.4%)

義務的経費
2,118

(49.0%)
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県税
727(16.8%)

諸収入
326(7.5%)

その他
477(11.0%)

地方交付税
1,422(32.9%)

国庫
558(12.9%)

県債
651(15.1%)

その他
159(3.8%)

4,320億円

依存財源
2,790

(64.7%)

自主財源
1,530

(35.3%)

■ 歳入予算の概況
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■ 平成２６年度当初予算における主要事業

22

○ 原子力防災対策充実事業

１.安全・安心

２.環境･エネルギー

○ 電気自動車等普及促進事業

４.産業･雇用
○ 唐津コスメティック構想推進事業

○ 農業構造改革支援事業

○ 有明佐賀空港国内線誘致対応
事業

７.文化･スポーツ
○ スポーツ指導者養成等支援事業

○ 世界遺産登録・活用推進事業

８.人材育成
○ 全国学力・学習状況調査を活用

した学力向上対策

３.くらし
○ 優先調達推進のための設備

整備事業

５.情報発信
○ 全県的な公衆無線LANの整備

推進

○ 佐賀県外国人観光コンシェルジュ
事業

６.国際化
○ ジェトロ佐賀貿易情報センター

設置事業
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行財政運営計画等の概要
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（単位：億円）

H19 H20 H21 H22

収支不足額 △93 △1 △42 △57

基金残高 136 147 120 149

【緊プロVer．2.0】

基金残高目標 ： 150億円程度

H19.11月策定

【緊プロVer．2.1】

緊急総合対策は緊プロの財政フレーム外枠で実施
基金残高目標 ： H23予算編成ができる程度

H21.2月改訂（緊急総合対策の実施、税収の大幅減）

収支不足額 － － △87 △76

基金残高 － － 86 107

実 績

収支不足額 △82 △6 △51 0

基金残高 152 164 131 158

＊各取組の成果
＊地方交付税の増
＊県税収入の見込増

■ 行財政改革緊急プログラムVer.2.0（Ver.2.1）の総括

24

収支不足額・財源調整用基金残高

当初緊プロの

目標を達成

特定目的基金からの移し替えも回避



■ 緊プロVer.2.0（Ver.2.1）の総括（つづき）

25

評 価

緊プロVer.2.1の取組の成果に加え、地方交付税の増加や、県税収入が想定ほど落ち込ま

なかったことなどにより、最終年度において一時的に収支不足が解消されるとともに、当初目
標としていた基金残高150億円を確保

マイナスシーリングを続けてきたなかで、各本部マネジメントによる事業のスクラップ・アンド・

ビルドや新たな事業への展開を図るべきところが、事業費の縮減にとどまった部分があった
のではないか。

多様化する行政サービスへのニーズや危機管理に、必ずしも適切に対応できる組織(運営)

ではなかった部分があったのではないか。

⇒ 一定の財政健全化を達成

⇒ 財政運営見直しの必要性

⇒ 県庁経営・職員意識の向上の必要性
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3,362 3,314 3,219

3,115
3,011
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3,500

4,000

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

※知事部局一般会計職員。各年度の職員数は4月1日現在。

■ 主な取組の状況

職員数の削減 目標：H16比 △500人

実績：H16比 △522人

（H16比 △14.8％）

職員給与の一時的な削減

特別職 ： 知事△15％、副知事△10％、教育長・常勤監査委員△９％
一般職のうち管理職員 ： 給料５％～６％、管理職手当△10％

一般職のうち管理職員以外の職員 ： 給料△４％（H22.4～H22.12 △3.5％、H23.1～H23.3 △2.0％）

削減率

財源捻出額（一般財源） 約77.9億円（H19～H22）



■ 公共投資の総額調整・県有財産の利活用

27

H22

881億円

(c)

975億円
857億円

(a)

902億円
(b)

県予算額
853億円

73億円(ｱ)
337億円

(ｲ)
164億円(ｳ)

３ヵ年で約2,640億円

(a+b+c)

H19 H20 H21 H22

緊急総合対策（574億円）
は上乗せ実施（ｱ+ｲ+ｳ）

※維持管理及び業務取扱費に
係る直轄事業負担金制度の廃止
に伴う制度改正影響額 28億円

公共投資の総額調整ルールによる計画的な事業執行 「Ｈ20～Ｈ22年度で予算総額2,640億円を確保」

取組内容

公共投資の総額調整

県有財産の利活用

H19～H22 1,897百万円
（積極的な売却情報の発信、売り出し方法の工夫、入札参加者へのきめ細かな対応などを実施）

未利用県有地売却実績

実績 ３年間で2,640億円程度となる予算額を確保



○H16 地方交付税の大幅削減（交付税ショック）

○見込みを大幅に上回る地方交付税の削減

○100年に１度の経済危機

平成19年度～平成22年度 （佐賀県総合計画2007の計画期間と同じ）

１ 佐賀県行財政改革緊急プログラム Ver.2.1策定経緯

「行財政改革緊急プログラム」（緊プロ）策定

（計画期間：Ｈ１６～２０年度）

緊プロ Ver.2.0

（計画期間：Ｈ１９～２２年度）

緊プロ Ver.2.1

（21年2月改訂）
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計画期間

経 緯

一定の財政健全化を達成

■ 行財政運営計画2011の概要
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平成２３年度以降の収支試算 （※財源対策前）

２ 計画の必要性

H23.9月収支試算

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 合計

収支不足額 △９３ △１１５ △１３０ △１４５ △４８３

基金残高 ９５ △３

※平成24年度以降の基金残高には毎年度発生が見込まれる決算剰余金（17億円）を反映

今後も続く厳しい財政状況
景気の低迷や少子高齢化の進行等、今後も厳しい財政運営を予想。
＊ 社会保障関係経費の自然増 ・・・ 毎年度15億円ずつ増加
＊ 公債費が高い水準で継続 ・・・ 毎年度700億円前後

県民満足度を高める業務執行体制の整備

限られた経営資源（人員、財源）の中で高い県民満足度を達成するためには、
業務の生産性の向上や、組織の役割・機能の見直しが必要。

基金枯渇



３ 基本的な考え方

歳出構造を改革し、歳入対策を強化して自主財源の拡大を図り、単年度の財源不足額を
縮減するとともに、県がコントロールできる県債残高を安定的に低下させるなど、
中長期的に財政健全化を図り、将来にわたって持続可能な地域経営体。

財政健全化を図り、持続可能な地域経営体

多様化する県民ニーズに対応し、より水準の高い行政サービスを提供していくために、従来、
県が行ってきた行政サービスを、より住民に近い市町、ＮＰＯ、民間が担うことができるように、
新しい公共の形成をより推進していくことにより、コンパクトで高品質な地域経営体。

コンパクトで高品質な地域経営体

中長期の方向性

当面の対策

将来の健全な財政構造を見据え、収支不足を縮減しつつ、総合計画2011に基づく事業に必要な財源対策を講じながら、
財政運営フレームに基づいた財政運営。
社会経済情勢の変化に伴った、計画期間中における緊急的な対応については、健全化の方向性を変えない中で、
柔軟な財政運営。

財政運営

限られた経営資源（財政・職員数）の中で、多様化する県民ニーズに対応し、より水準の高い行政サービスを
提供していくことができる県庁組織を目指す。現地機関についても、県と市町との役割分担や連携体制、
住民の利便性などを考慮しながら、見直しに取り組む。

行政運営

計画期間 平成２３年度から平成２６年度まで（４年間）
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財源対策 金 額

歳 出
圧 縮

一般財源（政策推進費、投資的経費）の圧縮
（Ｈ２３年度水準を維持）

約１３０億円程度

増 収 県有地売却、税徴収増 等 約 １０億円程度

財政的
工 夫

公債費の平準化（借換債） 約 ７０億円程度

資金手当債の活用
（行政改革推進債、退職手当債など）

約１６０億円程度

財源調整用基金の活用（一部取崩） 約１１５億円程度

合 計 約４８５億円程度

31

４ 財政運営フレーム（Ｈ２３～Ｈ２６）



５ 県財政の収支見通し（Ｈ２３.９月試算） ※財源対策後

（単位：億円）

694 668 693 691
1,275 1,269 1,264 1,259

うち退職手当 118 120 130 133
1,351 1,339 1,371 1,375

社会保障関係経費 464 479 495 510
その他義務的経費等 333 306 322 311
政策推進費 554 554 554 554

755 807 807 807
うち補助・単独・直轄 740 770 770 770

4,075 4,083 4,135 4,132
303 0 0 0

うち補助・単独・直轄 108 0 0 0
4,378 4,083 4,135 4,132
2,409 2,399 2,411 2,411

うち県税 696 696 696 696
うち地方法人特別譲与税 103 103 103 103
うち地方交付税 1,421 1,411 1,423 1,423

589 625 629 633
うち臨時財政対策等の特別財源 350 350 350 350

1,087 1,051 1,051 1,046
歳入小計 4,085 4,075 4,091 4,090

272 0 0 0
4,357 4,075 4,091 4,090

△21 △8 △44 △42
167 176 149 124

※平成24年度以降の基金残残高には毎年度発生が見込まれる決算剰余金（17億円）を反映

基金残高

その他（国庫資質金等）

経済対策・震災対策等の特定財源

歳入計

収支不足額

公債費

歳出計

一般財源

県債

H24 H25 H26

経済対策・震災対策等

H23最終
（見込み）

歳出小計

投資的経費

経常経費

人件費
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６ 取組項目

環境変化に即応した財政運営①

事業の選択と集中②

公共投資の総額調整③

総人件費の管理④

公債費負担の平準化⑤

県債の有効活用⑥

安定した税源の確保⑦

未収対策等の推進⑧

県有財産の利活用⑨

資金確保対策⑩

佐賀県の公会計改革⑪

効率的・機動的な行政運営①

業務改革の推進②

多様な人材の育成・確保③

新しい公共の形成④

地方分権改革の推進⑤

佐賀県・市町行政調整会議での
協議を通じた効果的行政

⑥

行政運営財政運営
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【財政運営】-①

環境変化に即応した財政運営①

 収支見通しと実態との乖離に対応するため、収支見通しを
毎年度ローリングし、翌年度以降の財政運営について検討します。

 社会経済情勢への変化に伴い、経済対策など臨時的に
対応する必要が生じた場合には、柔軟な財政運営を図るとともに、
必要に応じて、計画の見直しなどについて検討します。

公債費負担の平準化⑤

 将来の県債残高の動向に留意しながら、借換債を前提として
償還期間の長期化（20年）、新規発行債の償還期間を
原則20年とするなど、公債費負担の平準化を図ります。

総人件費の管理④
 事業の選択と集中や、効率的・機動的な人員配置により、

効率的な活用を図ります。

 職員給与等については、国や他県の状況や社会情勢の
変化等も踏まえ、引き続き必要に応じて適切な
見直しを行います。

公共投資の総額調整③

 投資的経費の予算について、あらかじめ総額を設定し、
将来にわたって安定的な財政運営を計画的な事業執行を
図ります。

 ※災害復旧費、緊急総合対策などを除く投資的経費（一般会計）の
総額を管理

事業の選択と集中②

 本部戦略の策定、事業評価（新規事業評価、継続事業評価、
重要継続事業評価）、施策評価を実施します。

 補助金等は、必要性や効果の視点から真に必要なものに
重点化し、各本部で予算編成を実施します。

県債の有効活用⑥

 まずは、地方交付税により後年度に財源措置のある有利な地方債を
活用していきます。また、行政改革による削減効果を
償還財源とする形で、行政改革推進債等を有効活用します。

 資金調達の多様化・透明化の観点から、
市場公募債の発行を検討します。

安定した税源の確保⑦

 県独自の増収策を研究し、自らできるものは自ら実施に努めます。

 企業誘致戦略に基づく優遇制度により積極果敢な誘致活動を
展開します。

 社会保障関係経費の財源を確保するため、地方消費税・消費税を
福祉目的税とし、景気回復後に充実・強化することを国に求めます。

未収対策等の推進⑧
 市町と連携した滞納整理強化や、給与所得者の特別徴収の

適正化により、未収額を縮減、抑制します。
（自動車税は、早期差押えの実施など、効率的・効果的な滞納整理の

実施）

 未届法人調査などを実施し、適正な課税に努めます。
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【財政運営】-②

県有財産の利活用⑨

資金確保対策⑩

佐賀県の公会計改革⑪

「公共投資の総額調整」参考資料

 未利用財産は、県の財産として有効活用できないかを検討し、
廃止した職員宿舎などの活用計画のない財産については
売却を積極的に進めます。

 民間のアイデアも活用しながら県の資産を有効に使った有料
広告を積極的に進めます。

 国庫補助負担金の交付を受けて行っている事業において
生じている超過負担の解消のため、国に対し必要な予算の
確保を要望していきます。

 市町や民間団体における事業についても、民間事業等
助成金の積極的な活動を支援します。

 決算に基づき、財務諸表４表（貸借対照表、行政コスト
計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書）を普通
会計ベース及び連結ベースで作成・公表します。

前回総額調整ルール（852億円）の9割を確保

852億円×90％＝約770億円／年
Ｈ24年度～Ｈ26年度 ⇒ 約2,310億円

852億円は前回総額調整ルールの単年度ベース
880億円から制度改正影響額28億円（※）を除いたもの

H22 H23 H24 H25 H26
※Ｈ23年度9月補正後 約740億円（緊急総合対策等を除く）

852億円 東日本大震
災の影響を
反映した予

算額

28億円

880
億円

H24

770億円

H25

770億円

H26

770億円

【イメージ】

約10％

※28億円は維持管理費及び
業務取扱費に係る直轄事業
負担金制度の廃止に伴う
制度改正影響額
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【行政運営】

 限られた経営資源（人員・財源）の中で職員一人ひとりが
コスト縮減の意識を持ち、自発的（主体的）に業務の改善や
効率化に取り組むとともに、情報技術の活用等による事務処理の
効率化、簡素化、高度化等のより一層の推進を図り、
行政サービスの向上、 行政コストの縮減を行います。

 多様化する県民 ニーズや新たな行政課題に的確に対応する
ための施策を企画立案できる能力、経営感覚や国際感覚に
優れた能力等を身に付けるための職員研修の充実を図ります。

 多様な人材を確保するため、民間企業で活躍した人材の採用や、
民間企業を志望する学生にも受験しやすい採用試験など、多様な
採用形態についても、引き続き取り組みます。

 安全、安心など、共通の地域課題の解決に向け、行政とＣＳＯ等との
モデル事業の創出や公共の担い手の集いを通じ、ＣＳＯ相互及び
企業や行政との協働を推進します。

 ＣＳＯの多くは運営体制が自立、安定しているとは言い難いことから、
税制上の優遇措置を受けられる認定ＮＰＯ法人取得促進や、
ふるさと納税の推進、ＣＳＯ支援自販機の設置など、ＣＳＯの
活動基盤の強化に資する支援を効果的に行います。

 住民に身近な行政分野については基礎自治体である市町の役割が
重要であることから、市町への権限移 譲を積極的に推進します。

 義務付け・枠付けの見直しにより条例制定権が拡充した分野に
おいては、佐賀県の実情に応じた条例を制定するととも に、
国に対してさらなる拡充を求めます。

 佐賀県・市町行政調整会議において、市町の行政に影響を
及ぼす県の重要施策について企画・立案段階から県と市町が
協議を行うことにより、県と市町が緊密に連携し、県・市町を通 じた
効果的な行政の実現を図ります。

新しい公共の形成④

地方分権改革の推進⑤

佐賀県・市町行政調整会議で
の協議を通じた効果的行政

⑥

業務改革の推進②

多様な人材の育成・確保③

効率的・機動的な行政運営①

 事業の選択と集中をさらに徹底し、これまで以上に優先順位を
つけて仕事に取り組みます。

 社会経済情勢の変化や多様化する県民ニーズ、危機管理に
適切に対応するとともに、効率的、効果的な行政 経営を行うため、
高い県民満足度を達成することができる機動的な県庁組織を
目指します。

 現地機関については、県と市町との役割分担や連携体制、住民の
利便性などを考慮しながら、そのあり方を検討します。

 利用効率の悪い施設でその機能の存続が必要な場合は、
他の施設等への機能移転を検討するとともに、機能移転後の
県有施設（財産）については、他の行政財産への活用を検討します。
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■ 今後の収支見通し

佐賀県行財政運営計画２０１１の計画期間が平成２６年度までとなっていること、平成２６年度普通交付税や平成２５年
度決算が確定したことから、本県の平成２７年度以降の財政収支について、現行制度を前提にした一定の条件のもとで機
械的に試算。

平成２７年度は、国の中期財政計画（平成２５年８月８日閣議決定）に基づき、また、平成２８年度以降は、一般財源総額
の動向の見通しが困難であることから、一般財源等（県税、地方交付税等）が平成２６年度と実質的に同水準で推移する
と想定。

平成２７年度以降の県財政の収支試算（平成２６年９月）

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

収支不足額 △３３ △４０ △５０ △８９ △８９

基 金 残 高 １３５ １３６ １２７ ７９ ３０

県 債 残 高 ７，２５９ ７，３１０ ７，３６８ ７，４１７ ７，４６８

（単位：億円）
１ 収支不足額・基金残高の推移

２ 試算結果
平成２７年度以降の県の財政は、平成２６年度予算の水準を継続するとした場合、毎年度収支不足が発生し、また、
社会保障関係経費の増加により収支不足が拡大する見込み

このため、財源調整用の基金残高については、徐々に減少する見込み。また、臨時財政対策債の残高が増加すること
により、県債残高も増加する見込み。

今後も収支不足を解消するための取組を行うことにより、堅実な財政運営を継続していくことが必要。
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３ 収支試算の前提

内　　　　容

・一般経費（政策推進費・投資的経費）… H26年度と同額水準を維持

・総額調整ルールを維持 … 単年度770億円＋消費税増税影響額

・給与、退職手当等の所要額を試算（職員数はH26.4.1と同数として新陳代謝）

・新発債分（通常債同額、退職手当債見込）は発行見込額を理論計算

・平均伸率等により試算（介護、国保及び後期高齢者に係る経費の伸び率の増加等により、
　実質的に年間約20億円程度の増）

県税

・国の「中期財政計画」（平成25年8月8日閣議了解）に基づき、一般財源の総額は、H25年
　度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保されるものとして、H27年
　度はH26年度と同水準と想定
・H28以降も同水準で推移するものと想定
・消費税の増収は考慮しない（基準財政収入額に100％算入され、地方交付税の減要因
　となるため、地方税と地方交付税の合計では増減は生じないものと想定）

地方法人特別譲与税 ・H26年度と同水準で推移するものと想定

地方交付税 ・地方交付税・臨時財政対策債振替額は、H26年度と同水準で推移するものと想定

・通常債 … H26年度と同水準で推移するものと想定。借入利率は内閣府将来試算値による
・臨時財政対策債 … H26年度と同水準で推移するものと想定
・退職手当債 … H27年度のみ想定（15億円）。H28年度以降は制度廃止のため発行しない

・臨時・大型等事業 … 事業別に試算
・国庫支出金（義務教育費国庫負担金）… 人件費に連動し増減
・財政調整用基金残高 … 歳計剰余金約40億円を反映

項　　　　目

歳
　
　
出

歳
　
　
入

その他

圧縮率等

公共投資総額調整

人件費

公債費

社会保障関係経費

県債

一般財源
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４ 予算規模（歳入・歳出）の推移

（単位：億円）

H27 H28 H29 H30 H31

公債費 651 634 643 644 653 

人件費 1,238 1,224 1,220 1,225 1,193 

うち退職手当 111 108 116 132 117 

経常経費 1,475 1,487 1,490 1,509 1,540 

社会保障関係費 535 553 572 591 610 

その他義務的経費等 386 380 364 364 376 

政策推進費 554 554 554 554 554 

投資的経費 811 817 816 817 816 

うち補助・単独・直轄 794 800 799 800 799 

4,175 4,162 4,169 4,195 4,202 

一般財源 2,521 2,521 2,521 2,521 2,521 

うち県税 732 732 732 732 732 

うち地方法人特別譲与税 137 137 137 137 137 

うち地方交付税 1,452 1,452 1,452 1,452 1,452 

県債 639 619 630 615 618 

うち臨時財政対策債 283 283 283 283 283 

うち退職手当債 15 - - - -

その他（国庫支出金等） 982 982 968 970 974 

4,142 4,122 4,119 4,106 4,113 

収支不足額 △33 △40 △50 △89 △89 

135 136 127 79 30 

7,259 7,310 7,368 7,417 7,468 

※基金残高には毎年度発生が見込まれる決算剰余金（約４０億円）を含む

基金残高

歳入計

県債残高

歳出計



公営企業等の状況
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■ 公営事業会計の財務状況

工業用水道事業会計 好生館事業会計 産業用地特別会計 港湾整備事業会計

Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25

収益的収支（損益勘定）

収入 431 430 397 45 38 34 1,373 479 133 245 269 277

支出 409 384 406 45 38 34 46 32 27 73 49 68

収支差引 22 46 △9 1,326 447 106 172 220 209

資本的収支（資本勘定）

収入 570 231 176 1,419 259 3 754 1,391 350

うち企業債 578 1,158 75

支出 140 41 355 570 231 176 2,500 705 97 736 1,336 151

うち企業債償還金 15 15 244 570 231 176

収支差引 △140 △15 △355 △1,081 △446 △94 18 55 199

内部留保資金

41



■ 地方三公社の財務状況
（単位：百万円）

42

H22 H23 H24 H25 H22 H23 H24 H25 H22 H23 H24 H25
出資団体数 1 1 1 1 2 2 2 2 1 1 1 1

総額 30 30 30 30 9,890 9,890 9,890 9,890 5 5 5 5

当該団体 30 30 30 30 7,490 7,490 7,490 7,490 5 5 5 5
その他団体 2,400 2,400 2,400 2,400
流動資産 3,661 301 315 279 1,150 1,004 940 712 1,630 1,160 36 13

固定資産 1,411 1,410 1,409 1,408 31,424 31,416 31,402 27,794 1 1 1
繰延資産

資産合計 5,072 1,711 1,724 1,687 32,574 32,420 32,342 28,506 1,631 1,161 37 13

流動負債 2 2 2 19 78 75 112 67 65 51 1 1
固定負債 3,421 55 59 50 8,959 8,053 7,234 6,403 1,327 1,274
特別法上の引当金等 13,647 14,402 15,106 12,146

負債合計 3,423 57 61 69 22,684 22,530 22,452 18,616 1,392 1,325 1 1
資本金 30 30 30 30 9,890 9,890 9,890 9,890 5 5 5 5
剰余金 1,619 1,624 1,633 1,588 234 -169 31 7
法定準備金

資本合計 1,649 1,654 1,663 1,618 9,890 9,890 9,890 9,890 239 -164 36 12
負債・資本合計 5,072 1,711 1,724 1,687 32,574 32,420 32,342 28,506 1,631 1,161 37 13

営業収益 (a) 27 3,334 160 21 1,267 1,240 1,226 1,085 377 585 185
営業費用 (b) 27 3,334 150 21 415 370 393 329 427 823 216
一般管理費 (c) 10 12 17 18 103 110 103 112 12 16 7 25
営業利益          (d=a-b-ｃ) -10 -12 -7 -18 749 760 730 644 -62 -254 -38 -25
営業外収益 (e) 39 42 39 49 26 47 17 26 14 9 6
営業外費用 (f) 25 25 21 30 60 51 43 50 26 10 6
経常利益      (g=d+e-f) 4 5 11 1 715 756 704 620 -74 -254 -39 -25
特別利益 (h) 240
特別損失 (i) 2 46 66
特定準備金計上前利益 (j=g+h-i） 4 5 9 -45 715 756 704 620 -140 -254 201 -25
特定準備金取崩 (k)

特定準備金繰入 (l) 715 756 704 620
法人税等 (m)

当期利益  (n=g+h-i-m) 4 5 9 -45 715 756 704 620
当期利益 (住宅供給公社) (n=j+k-l-m) -140 -254 201 -25

出

資

状

況

土地開発公社
区　　　分

損
益

計

算
書

経
常

損

益

貸

借
対

照

表

資
産

資

本

特

別

損
益

出

資

金

額

道路公社 住宅供給公社

負

債



■ 第三セクターの状況

団 体 名 経常損益
純資産又は正

味財産
県からの
出資金

県からの
補助金

佐賀県女性と生涯学習財団 ▲２ ５６ ２０ ０

佐賀県地域福祉振興基金 ▲１ ３,３２７ ２,８８０ ０

佐賀県教育文化振興財団 ▲１ ５８ ２０ ０

佐賀県アイバンク協会 ▲１ ２６ ５ ０

佐賀県総合保健協会 ▲１０ ７２１ ４ ０

佐賀県園芸農業振興基金協会 ▲３ ７２７ ７０ １

佐賀県畜産協会 ▲１０ １７７９ ７８ ０

佐賀県玄海栽培漁業協会 ▲２ ５５ ２０ １２

佐賀県暴力追放運動推進センター ▲１ ４９０ ２００ ２

佐賀県建設技術支援機構 ▲３３ ７６２ １０ ０

唐津湾漁業被害救済等基金 ▲１ ７６ １９ ０

佐賀県体育協会 ▲１ ５１２ １１６ １３４

佐賀国際重粒子線がん治療財団 ▲５０２ ３，８６６ １０ ０

経常損益が黒字 ２１団体

経常損益が赤字
臨時的（過去３年間でＨ２５のみ） ５団体
恒常的 ８団体

※ Ｈ２５決算の状況（全３４団体）
■ Ｈ25決算が赤字の団体の状況
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■ 外郭団体の見直しについて

○ 団体ごとの見直しの方向性（見直し計画）に基づいた取組みを支援

＜団体の廃止＞ ２団体
＜県の関わり方の見直し＞
・県職員の現職は県の見直し：１団体（▲３名）
・県の財政的支援（補助金）の見直し：３団体（▲４百万円）

＜経営改善＞
・役員報酬、職員給与を見直す団体：１団体

〇 「緊プロ」（H16.10）において、「県の役割の見直しと県民協働で」という基本的な考え方に
基づき、外郭団体等の見直しを実施することとし、具体的には、「外郭団体の見直しの方向
性」（H18.3）に基づき、Ｈ１７～Ｈ２１において、見直しを実施。

・ 県が出資等を行っている団体（４３団体）は、団体によりその性格や社会経済情勢の変化が与える影響が違っており、置かれて
いる状態も異なっていることから、一律的な見直しではなく、その団体に合った見直しを行います。

・ 具体的には、主に次のような見直しを検討します。
☑ 団体そのものの在り方の見直し（団体の廃止、民間主導に転換など）
☑ 県の関わり方の見直し（財政的支援、人的支援の見直し（現職派遣の見直し）など）

☑ 団体の経営改善（団体の統合、役員の見直しなど） （緊プロより抜粋）
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お問い合わせ先
TEL : 0952-25-7013 FAX : 0952-25-7292
✉ zaimu@pref.saga.lg.jp

佐賀県 経営支援本部 財務課 予算調整第２担当
〒840-8570 佐賀県佐賀市城内1-1-59

健全な財政状況を確保している
佐賀県の県債です。

ぜひ、ご購入ください。


